
一般社団法人 原子力安全推進協会

1,808,562 1,505,364

1,799,947 1,484,764

569 70

7,690 991

355 19,538

566,512

166,975 49,495

12,783 49,495

94,496

40,116 1,554,859

19,580

無形固定資産 121,313 【社員資本】 820,215

926 300,000

117,550 520,215

2,836 520,215

投資その他の資産 278,223 損失てん補準備金 4,457

250,380 515,757

500

27,343 820,215

2,375,075 2,375,075

 (注） 記載金額は，千円未満を切捨てて表示している。

長 期 投 資

長 期 前 払 費 用 純 資 産 の 部 合 計

資 産 合 計 負 債 ･ 純 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア 利 益 剰 余 金

ソフトウェア仮勘定 その他利益剰余金

敷 金 繰越利益剰余金

商 標 権 基 金

雑 流 動 資 産 預 り 金

【 固 定 資 産 】

有 形 固 定 資 産 【 固 定 負 債 】

建 物 退 職 慰 労 引 当 金

建 物 附 属 設 備

工 具 器 具 備 品 負 債 の 部 合 計

建 設 仮 勘 定 純資産の部 

現 金 ･ 預 金 未 払 金

未 収 入 金 未 払 法 人 税

前 払 費 用 未 払 消 費 税

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

貸　借　対　照　表

平 成 29 年 3 月 31 日 現 在

（単位：千円）

資産の部 負債の部

  



一般社団法人　原子力安全推進協会

4,688,564

46,460

4,735,024

4,076,603

683,779

50,327

4,810,710

▲ 75,686

25,306

82

25,389

15,578

87

15,665

▲ 65,962

▲ 65,962

100

▲ 66,063

 (注） 記載金額は，千円未満を切捨てて表示している。

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

当 期 純 利 益

事 業 外 収 益 合 計

【 事 業 外 費 用 】

雑 損 失

固 定 資 産 除 却 費

事 業 外 費 用 合 計

経 常 利 益

受 取 利 息

会 費 収 入

運転責任者判定料収入

事 業 収 益 合 計

【 事 業 費 用 】

活 動 費

運 営 費

運転責任者判定事業費

事 業 費 用 合 計

事 業 利 益

【 事 業 外 収 益 】

雑 収 入

【 事 業 収 益 】

損　益　計　算　書

自　平 成 28 年 4 月 1 日　　至　平 成 29 年 3 月 31 日

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

  



1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

計算書類及びその附属明細書の作成基準

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成している。

固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

建物は定額法，建物以外は定率法

② 無形固定資産

定額法

引当金の計上基準

退職慰労引当金は、理事の退任慰労金及び職員の退職金の支給に充てるため，

内規に基づく期末要支給相当額を計上している。

リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。

その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。

なお，特定収入に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上している。

 ② 損失てん補準備金

従前の中間法人法第64条の規定に基づく積立額を，損失てん補準備金として

保有している。

(5)　

個　別　注　記　表

(1)　

(2)　

(3)　

(4)　
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